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最新の調査によると、労働者の声として最も多いのは「これ以上長い時間は働きたくない」という声です。そ
して次に多いのは、「残業代が欲しいのでもっと働きたい」という声です（第6回「働き方改革に関する実態
調査」2024年度）。そのような多数派の人たちに「より長い残業」をさせてしまうことは、「不本意な残業
によるエンゲージメント低下」や「残業代目当ての非効率な労働」につながります。そしていずれの場合も、
「時間あたりの労働生産性」を低下させ、経営にはマイナスとなります。

したがって現代の多数派の人々に対しては、「残業を増やす」のではなく、逆に、DXや効率化によって「残
業を減らし」、脳をリフレッシュできる睡眠時間を十分に取ってもらい、生産性（よって実質賃金）を高めて
いくことこそが、必要な経営戦略かつ人材確保策となります。

また、「残業を前提としない職場」にしていくことは、女性や高齢者などの多様な人材を確保しやすくなるこ
とにもつながります。さらに、OECD諸国のデータでも、「男性の平均労働時間」が減ると、「国民健康度」
と「一人当たり実質GDP」が上がる傾向が、実証研究で示されています（Int. J. Environ. Res. Public 
Health 2019, 16(24): 4914）。

しかし日本ではいまだに、睡眠不足と生産性低下をもたらす「長時間労働」が、他の主要先進国よりも多い実
態にあります（次頁グラフ参照）。人権的視点はもちろんのこと、経営的・経済的視点からも、日本の長時間
労働を減らしていく方向へと、政治が「正しく」進んでいくことを強く望みます。



2

主要欧米先進諸国よりも日本のほうが「長労働時間者」が多い
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主要欧米先進諸国よりも日本のほうが「男性の労働時間」が長い

注：日本は15歳以上の被用者男性（仕事全体）。日本以外は15～64歳のフルタイム被用者男性（本業のみ）。
出典：日本は総務省統計局「社会生活基本調査」。日本以外はOECD Data Explorer。

日本（正規雇用）

スウェーデン

オランダ

デンマーク

2035年までに
平日1日2時間短縮

が可能（目標）

日本（フルタイム）

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200533&metadata=1&data=1
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=time%20%20work&pg=0&snb=293&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_USL_WK_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD...F%2BM.Y15T64....ICSE93_1.FT...&pd=1979%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
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データ：「第6回働き方改革に関する実態調査（2024年度）」

（全国居住の20歳～59歳のビジネスパーソン男女（インターネットリサーチモニター）を対象に、2025年2月7～10日に実施。有効回答数1,109件）
出典：株式会社ワーク・ライフバランス「企業の働き方改革に関する実態調査（2024年度版）」https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html

1位「もっと長時間働きたくはない」＞2位「残業代を稼ぎたい」＞3位「成長のためにもっと長時間働きたい」

「この先の人生、日常的により長い時間働きたいとしたらその理由は何か」（複数回答）
32％＝「『もっと長い時間働きたい』と思ったことはない」
28％＝「より残業代を稼ぎたいため、もっと長い時間働きたい」
17％＝「新しい知識や技術を学び成長・キャリアアップしたいため、もっと長い時間働きたい」

https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html
https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html
https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html
https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html
https://work-life-b.co.jp/20250528_002.html
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睡眠制約（7日間）開始後の日数（日後）

9時間睡眠

7時間睡眠

5時間睡眠

3時間睡眠

注：被験者66名（女性16名〔24～55歳：平均43歳〕＋男性50名〔24～62歳：平均37歳〕）
出典：Belenky, G. et al. (2003) “Patterns of performance degradation and restoration 

during sleep restriction and subsequent recovery: a sleep dose-response study,” 
Journal of Sleep Research 12(1): 1-12.  https://doi.org/10.1046/j.1365-
2869.2003.00337.x
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一般の人：「8時間以内労働」×「7時間以上睡眠（脳をリフレッシュ）」＝「生産性が最高」

「男性の長時間労働」→「生産性（実質賃金）低迷」→非婚化→少子化

出典：Dawson, D. and 
Reid, K. (1997) 
“Fatigue, alcohol and 
performance 
impairment,” Nature
388: 235-236.
https://doi.org/10.1
038/40775

注：縦軸は、持続的覚醒状態にお
ける、コンピューターによる
手と目の協調性テスト（予測
不可能な追跡課題）の「平均
相対成績」（左軸）および「
血中アルコール濃度相当パー
セント」（右軸）。エラーバ
ーは標準誤差。
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起床後の経過覚醒時間（時間）

0.03％
（日本の酒気帯び運転基準）

平
均
相
対
成
績
に
相
当
す
る
血
中
ア
ル
コ
ー
ル
濃
度
（
％
）

生産性が高いのは
せいぜい8時間

出典：京都大学（2021）「睡眠中の脳のリフレッシュ機構を解明」
（https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0）

出典：Van Dongen, H.P.A. et al. (2003) “The Cumulative 
Cost of Additional Wakefulness: Dose-Response 
Effects on Neurobehavioral Functions and Sleep 
Physiology From Chronic Sleep Restriction and Total 
Sleep Deprivation,” Sleep 26(2): 117-26. 
https://doi.org/10.1093/sleep/26.2.117

注：能力を低下させないために必要な睡眠時間は
「平均8時間10分（±標準偏差44分）」
と推定された。
被験者は21～38歳の男女計48名
（必要睡眠時間が長い若年層であることに注意）。
・8時間10分で足りる人は50％（5割は睡眠不足）
・8時間で足りる人は41％（6割は睡眠不足）
・7時間で足りる人は5.6％（9割は睡眠不足）
・6時間で足りる人は0.15％（99％は睡眠不足）

認
知
的
精
神
運
動
能
力
の
成
績

睡眠制約の日数（日後）

8時間睡眠

6時間睡眠

4時間睡眠

0時間睡眠の2日後

0時間睡眠の1日後

出典：全日本トラック協会（2019）「トラックドライバー睡眠
マニュアル」（https://jta.or.jp/wp-
content/themes/jta_theme/pdf/anzen/
suimin_manual.pdf）34頁

7時間

睡眠不足になると、
感情的刺激に対して、
ネガティブな感情で
反応しやすくなる
（Neurobiology of 
Stress 31 (2024) 

100655）。
https://doi.org/10.101
6/j.ynstr.2024.100655

つまり、
攻撃的または鬱的

になる。

https://doi.org/10.1046/j.1365-2869.2003.00337.x
https://doi.org/10.1046/j.1365-2869.2003.00337.x
https://doi.org/10.1038/40775
https://doi.org/10.1038/40775
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research-news/2021-08-27-0
https://doi.org/10.1093/sleep/26.2.117
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/anzen/suimin_manual.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/anzen/suimin_manual.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/anzen/suimin_manual.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/anzen/suimin_manual.pdf
https://doi.org/10.1016/j.ynstr.2024.100655
https://doi.org/10.1016/j.ynstr.2024.100655
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健康経営（長時間労働の是正など）の実施が2年後の利益率を高める傾向

注：サンプルは、純粋持株会社を除く一般事業会社であり、従業員規模100人以上10,000人未満の上場企業のうち、欠損値や外れ値を除いた324企業。
出典：山本勲「上場企業における働き方改革と利益率――『スマートワーク経営調査』データを用いた検証」スマートワーク経営研究会・中間報告書『働き方改革と生産性、

両立の条件』2018年（矢印・色枠は引用者による）

「男性の長時間労働」→「生産性（実質賃金）低迷」→非婚化→少子化

https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
https://www.jcer.or.jp/wp-content/uploads/2018/08/SA_IR_f.pdf
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注：OECD.StatExtractsのデータ（OECD加盟35か国1970～2015年）をもとに小黒一正・法政大学教授が作成。
図1縦軸の「生産性」の値は、各年において、OECD加盟諸国の平均が100となるように基準化したものである。
図2の曲線のうち、「青色の太線」部分は、図1のOECD加盟諸国の「年間平均の労働時間（雇用者）」データで値が実際に存在する部分（1360時間以上）であり、「青色の細
線」部分は、値が実際には存在しないが図1の近似曲線から推計される部分である。

出典：小黒一正『日本経済の再構築』（日本経済新聞出版、2020年）第7章より、小黒一正教授の許可を得て抜粋（矢印と吹き出しは抜粋者による）。

図1：「労働時間」と「生産性」の関係 図2：「労働時間」と「一人当たりGDP」の関係

・最新値（2023年）の日本は「1637時間」（雇用者）で、週休2日で年間240日勤務（休日：土日祝日120日＋休暇5日）
とすれば「平日1日6.8時間」（15歳以上正規雇用男性：10時間）。

・図2が示唆するように、労働時間を「1360時間」（平日1日5.7時間）まで減少させると、「一人当たりGDP」が上がる
可能性がある。

・最新値（2023年）の最短時間（雇用者）はドイツの「1301時間」（平日1日5.4時間。15-64歳フルタイム男性：8時間）。

「DX・働き方改革」で男性労働時間を「平日1日2時間」減らすと、「一人当たりGDP」が上がる可能性

「男性の長時間労働」→「生産性（実質賃金）低迷」→非婚化→少子化

今の日本1637時間
（正規男性1日10時間）

今の欧米：1300時間台
（FT男性1日8時間）

1970年代の
先進諸国
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注：日本を含むOECD加盟31か国の2000～2017年の国際比較時系列データを用いた、国特有効果と年特有効果と背景要因を統制した最小二乗法推定の結果。数値の付された矢印1
本それぞれにつき、独立した1つの最小二乗法モデルが推定されている。出典論文のFigure 4より、「Work hours→Economic growth」の数値をTable 4に依拠して修正。
「Organizational performance→Economic growth」の数値をTable 3に依拠して加筆。

出典：Liu, Bei, Hong Chen, and Xin Gan (2019) “How much is too much? The influence of work hours on social development: An empirical analysis for OECD 
countries,” International Journal of Environmental Research and Public Health 16(24): 4914. https://doi.org/10.3390/ijerph16244914

OECD全体で見ると、「男性の労働時間」が減ると、「一人当たり実質GDP」が上がる傾向

「男性の長時間労働」→「生産性（実質賃金）低迷」→非婚化→少子化

男性：-0.0020 ***

女性： 0.0002 ***

平均寿命

全要素生産性

一人当たり実質GDP（2000年不変USドル）

年間平均労働時間（週平均の対数変換）

解釈：（とくに長時間労働が多い男性の）
労働時間が長くなると、

健康と労働生産性が低下し、
国の経済成長が阻害される

https://doi.org/10.3390/ijerph16244914


注：日本経済新聞が調査会社「クレジット・プライシング・コーポレーション」と共同で、国内最大級の会社情報口コミサイト「オープンワーク」にある社員らの投稿をAIで分析し、上場企業約2,300社を「働きやすさ」と「働きがい」の2つのスコア
で類型化し、業績や労働環境との連動を調べた。「プラチナ企業」（全体の2割）にはサイボウズやメルカリなどが、「ホワイト企業」にはリコーやカゴメなど、「モーレツ企業」にはニデックや王将フードサービスなどが入った。

典拠：『日本経済新聞』2024年4月3日付朝刊1面「社員の意欲 業績動かす」・15面「プラチナ移行で生き生きと成長」

働きやすく働きがいもある「プラチナ企業」が勝っている

9

ブラック企業

モーレツ企業

ホワイト企業

プラチナ企業

社員の
働きがい

高

低

社員の働きやすさ低 高

・2013～22年売上高増加率＝年平均7.8％
・2013～22年株価／純資産＝年平均3.3倍
（直近1位：サイボウズ、2位：コスモスイニシア、

3位：MIXI、4位：味の素、5位：メルカリ）

❶老若男女が生き生きと働ける
❷会社と社員の目指す方向が一致
❸働く場所や時間を選べる柔軟な働き方

・2013～22年売上高増加率＝年6.6％
・2013～22年株価／純資産＝2.5倍
（直近1位：テー・オー・ダブリュー、

2位：セントラルスポーツ、3位：ひらまつ、
4位：成学社、5位：ナガセ）

❶働きがいを最優先
❷社内に勢いと高揚感がある
❸しかし、残業時間が長く離職率も高い

・2013～22年売上高増加率＝年4.6％
・2013～22年株価／純資産＝2.3倍
（直近1位：千趣会、2位：ソーバル、

3位：日本化薬、4位：かんぽ生命保険、
5位：わかもと製薬）

❶働きやすさを最優先
❷残業時間が短く離職率も低い
❸しかし、社内に勢いと高揚感がない

人が集まらず淘汰

ウェルビーイング経営
（働きやすさ＋働きがい）
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データ：厚生労働省「令和６年度 若年層における育児休業等取得に対する意識調査」（WEB調査。対象は全国の18歳～25歳の男女
2,026人で、高校生・大学生などの学生若年層）

出典：厚生労働省「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」（2024年）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-
1_00004.html

若者の8割が「両立を意識して会社を選択」（男性でも8割！）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
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データ：厚生労働省「令和６年度 若年層における育児休業等取得に対する意識調査」（WEB調査。対象は全国の18歳～25歳の男女
2,026人で、高校生・大学生などの学生若年層）

出典：厚生労働省「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」（2024年）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-
1_00004.html

若者の9割が「両立・定時退社に働きがいを感じる」（働きがい→生産性）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
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出典：文部科学省・国立教育政策研究所「OECD国際成人力調査（PIAAC）第2回調査のポイント（概要）」2024年12月10日（調査時期：2022年9月～2023年4月）

（https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html）
OECD (2024) Do Adults Have the Skills They Need to Thrive in a Changing World? Survey of Adult Skills 2023 (https://doi.org/10.1787/b263dc5d-en) 

日本の強み：現役世代（16～65歳）の知的能力は世界トップレベル！
男女とも1～2位（読解力：女性2位・男性2位、数的思考力：女性2位・男性2位、問題解決能力：女性1位・男性2位／31ヵ国・地域）

とくに若者（16～24歳）の
「数的思考力」は世界1位！
（米国・北欧4国・シンガポール・韓国を含む31ヵ国・地域中）

若者は全分野で男女とも1～3位
・16～24歳の読解力：女性3位・男性1位／31ヵ国・地域
・16～24歳の数的思考力：女性3位・男性1位／31ヵ国・地域
・16～24歳の問題解決能力：女性2位・男性2位／31ヵ国・地域

https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://www.nier.go.jp/04_kenkyu_annai/div03-shogai-piaac-pamph.html
https://doi.org/10.1787/b263dc5d-en
https://doi.org/10.1787/b263dc5d-en
https://doi.org/10.1787/b263dc5d-en
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注：左図＝各国統計を基に永濱利廣氏作成（2023年の日・米・ユーロ圏の一人当たり実質賃金が対2007年比で変動した要因について、その変動率を「労働分配率」「1時間当たり労
働生産性」「交易条件」「労働時間」に分解。赤枠は引用者による）。

出典：左図＝永濱利廣（2024）「実質賃金低迷の主因は低労働生産性の誤解～主因は労働時間の減少。実質賃金上昇に求められる経済政策～」第一生命経済研究所『Economic 
Trends／ マクロ経済分析レポート』（https://dlri.co.jp/report/macro/391957.html）。
右図＝厚生労働省『令和5年版労働経済の分析』「第2-(1)-9図 労働分配率の国際比較」https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html

日本の実質賃金が上がらない主因：
①主に「パートタイム」「女性フルタイム（8時間）」が増えたことにより「平均労働

時間」が減ったから。（男性フルタイムは労働時間が微減したが、いまだ約10時間の
長時間労働で脳疲労・睡眠不足→低イノベーション・低生産性）

②生産性が欧米よりもまだ低いにもかかわらず、「生産性の上昇率」が小さかったから。

https://dlri.co.jp/report/macro/391957.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/23/backdata/02-01-09.html
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データ：OECD Data Explorer（GDP、Employment、Average annual hours actually worked per worker）

https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tl&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.GDP..USD_PPP.Q...&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.EMP......&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
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生産人口が増える
人口ボーナス期

日本＝1950～92年

生産人口が減る
人口オーナス期

日本＝1993年～

https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tl&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.GDP..USD_PPP.Q...&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.EMP......&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb


人口ボーナス期では「長時間労働で大量生産」が勝っていたが、
人口オーナス期では「健康経営でイノベーション」が勝つ

人口オーナス期
（オーナス＝負荷）

・生産年齢（消費者）人口が減少 →
・大量消費できない（新たなイノベーショ

ンがないと買ってもらえない）
・大量生産できない（人手不足が進む）

・「多様な人が働きやすい、柔軟かつ効率的
で健康的な働き方」（デジタル化と健康
経営）が企業成長の最適解になった

人口ボーナス期

・教育普及→少子化→生産年齢（消費者）
人口比率上昇→大量消費が可能に

・教育普及→労働生産性上昇→大量生産が
可能に

・大量生産できて大量消費できた
・「専業主婦に支えられた男性長時間労働」

が企業成長の最適解だった

典拠：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和5年推計：出生中位・死亡中位）
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参考：Bloom, D.E. and Finlay, J.E. (2009) “Demographic Change and 
Economic Growth in Asia,” Asian Economic Policy Review 4: 45-64. 
https://doi.org/10.1111/j.1748-3131.2009.01106.x
Crespo Cuaresma, J. et al. (2014) “Is the Demographic Dividend 
an Education Dividend?” Demography 51: 299–315. 
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1
9
5
0

1
9
6
0

1
9
7
0

1
9
8
0

1
9
9
0

2
0
0
0

2
0
1
0

2
0
2
0

2
0
3
0

2
0
4
0

2
0
5
0

2
0
6
0

2
0
7
0

2
0
8
0

2
0
9
0

2
1
0
0

2
1
1
0

2
1
2
0

「日本の総人口の年齢構成」（％）の推移

0～14歳 15～64歳 65歳以上

高齢者

参考：小室淑恵（2017）「多様なワークスタイルを提供する社会に向けた電子情報通信サービスへの期待」『電子情報通信学会誌』100(11): 1189-1192。
福地亜希（2023）「人口動態と経済成長」『国際通貨研レポート』2023年1月27日（https://www.iima.or.jp/docs/newsletter/2023/nl2023.03.pdf）。

2024年現在

子ども

生産年齢人口

生産人口が増える
人口ボーナス期
1950～92年

生産人口が減る
人口オーナス期

1993年～

https://doi.org/10.1111/j.1748-3131.2009.01106.x
https://doi.org/10.1111/j.1748-3131.2009.01106.x
https://doi.org/10.1111/j.1748-3131.2009.01106.x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://doi.org/10.1007/s13524-013-0245-x
https://app.journal.ieice.org/trial/100_11/k100_11_1189/index.html
https://www.iima.or.jp/docs/newsletter/2023/nl2023.03.pdf
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参考：柴山桂太「戦前と酷似：急激に進む反グローバル化 静かに近づく大恐慌の足音」『週刊エコノミスト』2025年5月6日号、26-27頁。

柴山桂太「自国第一主義は『世界恐慌』を招くのか」『VIOCE』2025年7月号、66-73頁。
図の出典：”Value of exported goods as a share of GDP” (Data source: Fouquin and Hugot (CEPII 2016)) OurWorldinData.org/trade-and-globalization.

“Exports of goods and services (% of GDP)” (World Bank, World Development Indicators, 2025).

「第2の保護主義」時代の日本の戦略：
・大量生産国の安価品が、アメリカで売れなくなるので、日本に入ってくる（柴山桂太氏）

→ 日本は「大量生産」ではなく「独自性のための更なるイノベーション」を！
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世界の輸出依存度の長期推移（輸出額の対GDP％、1827～2024年）

世界の商品輸出額（対GDP％）[”Value of exported goods as a share of GDP” (Data source: Fouquin and Hugot (CEPII 2016)) OurWorldinData.org/trade-and-globalization]

世界の商品・サービス輸出額（対GDP％） [World Bank, World Development Indicators, 2025]

多項式 (世界の商品輸出額（対GDP％）[”Value of exported goods as a share of GDP” (Data source: Fouquin and Hugot (CEPII 2016)) OurWorldinData.org/trade-and-globalization])

WWII

WWI

https://www.cepii.fr/CEPII/en/bdd_modele/bdd_modele_item.asp?id=32
https://www.cepii.fr/CEPII/en/bdd_modele/bdd_modele_item.asp?id=32
https://www.cepii.fr/CEPII/en/bdd_modele/bdd_modele_item.asp?id=32
https://www.cepii.fr/CEPII/en/bdd_modele/bdd_modele_item.asp?id=32
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://ourworldindata.org/grapher/merchandise-exports-gdp-cepii?country=~OWID_WRL
https://databank.worldbank.org/source/jobs/Series/NE.EXP.GNFS.ZS


「男性の長時間労働」→「女性の家事育児負担大」→非婚化→少子化

注：2023年実施の全国郵送調査「人生のあゆみに関する全国調査」（20代704名、30代1623名回収）のデータを用いて柴田悠作成。

「有配偶女性」の「主婦希望」率（「稼ぎは主に夫が担い、家事や育児は主に妻が担う」という役割分担をしたい）

  → 20代「2割」、30代「3割」で、すでに少数派 （「非主婦希望」率：20代「6割」、30代「5割」）

  20代：未婚15％≒有配偶18％（有意差なし：カイ二乗検定p=0.902） （非主婦希望：未婚67％≒有配偶63％）

  30代：未婚17％＜有配偶28％（有意差あり：カイ二乗検定p=0.004） （非主婦希望：未婚64％＞有配偶51％）

18

https://sites.google.com/site/harukashibata/research/LSMS2023


若い未婚女性の
理想：「結婚・出産しつつ仕事を続けたい！」（両立＝共働き・共育て）
現実：「両立は無理なので

結婚をあきらめる…」
→ 非婚化 → 少子化

原因は
「男性の長時間労働」

に起因する
「女性の重い家事育児負担」

注：対象は18～34歳の未婚者。「その他」「不詳」の割合は省略。
出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」（2021年） 19

「男性の長時間労働」→「女性の家事育児負担大」→非婚化→少子化



20

データ：厚生労働省「令和６年度 若年層における育児休業等取得に対する意識調査」（WEB調査。対象は全国の18歳～25歳の男女
2,026人で、高校生・大学生などの学生若年層）

出典：厚生労働省「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」（2024年）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-
1_00004.html

「男性の長時間労働」→「女性の家事育児負担大」→非婚化→少子化

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html


21

「男性の長時間労働」→「女性の家事育児負担大」→非婚化→少子化

注：調査は15～64歳が対象（2009年～2018年実施）。日本は2016年調査。OECD “Balancing paid work, unpaid work and leisure”（2020）をもとに、内閣府男女共同参画局にて作成。
出典： 内閣府男女共同参画局『男女共同参画白書 令和2年版』「コラム1 図表1 男女別に見た生活時間（週全体平均）（1日当たり，国際比較）」。

2021年では4.4倍

欧米は2倍以下

https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
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「男性の長時間労働」→「女性の家事育児負担大」→非婚化→少子化

注：調査は15～64歳が対象（2001年～2021年実施）。OECD Data Explorer “Time use: Time Use Database” （2021）と総務省統計局「令和3年社会生活基本調査」をもとに、柴田悠作成。

男性の労働時間：
欧米より2時間長い

男性の家事時間：
欧米より1時間短い

https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=Time%20use&pg=0&snb=937&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_TIME_USE%40DF_TIME_USE&df%5bag%5d=OECD.WISE.INE&df%5bvs%5d=1.0&dq=..&to%5bTIME%5d=false&vw=tb
https://www.oecd.org/gender/data/OECD_1564_TUSupdatePortal.xlsx
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181


「夫の労働時間↓・通勤時間↓」→「夫の家事↑（育児↑）」→「出産↑」
① 夫の早い帰宅・フレックスタイム → 出産確率↑（藤野 2002）
② 夫の通勤時間↓ → 子どもの数↑（妻30代以下）（駿河・七條 2001）
③ 夫の通勤時間↓ → 第1子出生確率↑（共働き世帯）（樋口・松浦・佐藤 2007）

① 夫の労働時間↓ → 夫の家事時間↑（馬 2006）
② 夫の労働時間1％↓・通勤時間1％↓・シフト制・フレックスタイム → 夫の家事時間↑（1.55％↑・0.67％↑）（駿河 2011）
③ 夫の労働時間↓ → 夫の家事頻度↑・育児頻度↑（子あり夫婦）（吉田 2009）
④ 夫の労働時間↓・通勤時間↓ → 夫の家事育児分担↑（小葉・安岡・浦川 2009）
⑤ 夫の労働時間↓・通勤時間↓ → 夫の家事育児分担↑（労働政策研究・研修機構 2007）
⑥ 夫の労働通勤時間↓ → 夫の家事育児分担↑（平野 2005）
⑦ 夫の労働時間↓ → 夫の育児分担↑（松田 2005）
⑧ 夫の労働時間↓ → 夫の育児時間↑・育児分担↑（水落 2006a）
⑨ 夫の労働時間↓（全世帯）・通勤時間↓（共働き世帯） → 夫の育児分担↑（水落 2006b）
⑩ 夫の労働時間↓ → 夫の育児時間↑（酒井 2007）

① 夫の家事分担↑ → 妻の出産意欲↑・希望子ども数↑（西岡・星 2009）
② 夫の家事分担↑・育児分担↑ → 追加出生↑（子あり夫婦）（西岡 2002）
③ 夫の家事育児分担↑ → 妻の追加出生意欲↑ （子あり夫婦） （小葉・安岡・浦川 2009）
④ 夫の中心的家事分担↑・子どもの遊び相手↑ → 追加予定子ども数↑（子ども1人の夫婦）（藤野 2006）
⑤ 夫の家事育児時間↑ → 出産確率↑・子ども数↑ （子あり夫婦） （阿部・大井 2004）
⑥ 夫の育児分担↑ → 予定子ども数↑ （子あり夫婦） （西岡・小川 2000）
⑦ 夫の家事分担↑ → 第2子出生確率↑ （子ども1人の夫婦） （Nagase and Brinton 2017）
⑧ 夫の育児分担↑ → 第2子出生確率↑ （子ども1人の夫婦） （厚生労働省 2013）
⑨ 夫の育児分担↑ → 次子出生確率↑ （子あり夫婦） （加藤・福田 2018）
⑩ 夫の育児分担↑ （→ 妻への情緒的サポート↑ → 妻の第2子出生意欲↑） → 妻の第3子出生意欲↑ （山田・松田ほか 2013）

典拠：姉崎猛・佐藤豊・中村明恵（2011）「少子化の動向と出生率に関する研究サーベイ」 ESRI Research Note No.17
厚生労働省（2013）「21世紀出生児縦断調査及び21世紀成年者縦断調査特別報告書（10年分のデータより）」
相川哲也・酒田元洋・古矢一郎・角田リサ・長沼裕介・立石憲彰・新藤宏聡（2022）「少子化対策と出生率に関する研究のサーベイ：結婚支援や不妊治療など社会動向の変化と実証分析を中心とした研究の動向」 ESRI Research Note No.6623

「男性の長時間労働」→「夫婦の子ども数の減少 」→少子化

https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/archive/e_rnote/e_rnote020/e_rnote017.pdf
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/archive/e_rnote/e_rnote070/e_rnote066.pdf


日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス ノルウェー
長時間労働者割合
（2022年）
※49時間以上/週

15.3％ 12.5％
11.4％

(2019年）
5.3％ 8.8％ 5.5％

法定労働時間
8時間/1日
40時間/1週

40時間/1週
48時間/1週

（残業時間を含む1週平均）
※17週平均

8時間/1日
35時間/1週

または
1607時間/1年間

9時間/1日
40時間/1週

時間外労働の上限

36協定（労使協定）
がある場合
45時間/1か月
360時間/1年間

36協定の特別条項が
ある場合
720時間/1年間
時間外労働と休日労
働合計で
100時間未満/1か月
（2～6か月平均80時
間以内、月45時間を
超えることができる
のは年6か月まで）

連邦法上の規定無し

週労働時間の上限は、時間外
労働を含め平均して48時間
/1週（17週平均）

最大52週まで労使協定によ
り延長可

総労働時間が10時間/1
日

かつ

6か月ないし24週を平
均して8時間/1日を超
えない

総労働時間が
10時間/1日
48時間/週

12週の平均労働時間が44時間を超え
てはならない

220時間/1年間

（労使合意のもとに、従業員が希望し、
かつ雇用主が認める場合、 法定残業
時間の上限、 又は労働協定により定
められた残業時間の上限を超えて、残
業を行うことができる。 ）

10時間/1週
25時間/4週
200時間/1年間
※総労働時間は24時間あたり13時間、7日間
あたり48時間を超えてはならない。
（8週平均で計算可能）

労使協定がある場合、希望者のみ可能
20時間/1週
50時間/4週
300時間/1年間
※1日24時間のうち16時間を超えて働くことは許可
されていない。

労働基準監督署の許可がある場合、希望者のみ可能
25時間/1週
200時間/26週間
400時間/52週間

割増賃金の根拠法 労働基準法 公正労働基準法 法律上の規定は無し 法律上の規定は無し 労働法典 労働基準法

時間外労働の
割増賃金率

平日：25％
（月60時間超：50％）

深夜：25％
時間外かつ深夜：
50％
休日：35％
休日かつ深夜：60％

50％
（全労働者の約2割
を占める管理職・専
門職等のホワイトカ
ラー・エグゼンプ
ション対象者は適用
除外）

（慣例として）
平日：50％
休日：100％
管理職：0％

「労働時間口座」利用
（全労働者の7割）
または労使合意により
慣例として
平日1日の時間外の最
初の2時間：25％
それ以降：50％
休日：100％
または代休の支給
（管理職は適用除外）

労働協約がない場合、 週の時間外労
働の最初の8時間（週労働時間43時
間）まで：25%
それ以降：50％
労働協約がある場合、協約によって
10％以上で規定
または代休の支給
（経営者扱いの管理職等は適用除外）

40％以上
または代休の支給

勤務間インターバル 無し（努力義務） 連邦法上の規定無し 最低11時間 最低11時間 最低11時間
24時間のうち連続11時間（労使協定により8
時間まで短縮可能）

典拠：JILPT「データブック国際労働比較2024」
JILPT「諸外国の労働時間法制とホワイトカラ―労働者への適用に関する調査―アメリカ、ドイツ、フランス、イギリス―（2022年3月）」
JETRO「欧州・ロシア雇用制度一覧」
JILPT「ドイツ：労働者の12％が残業―7割超が労働時間口座を利用」
厚生労働省「割増賃金の状況等について」（第2回経済の好循環実現検討専門チーム事務局提出資料）
ノルウェー労働基準監督署ホームページ

出典：小室淑恵「「日本で女性が活躍しない本当の理由」と「女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと」」東京くらし方会議第4回（2023年8月30日）資料、7～8頁
（株式会社ワーク・ライフバランスの許可を得て引用。レイアウトと表記を一部改変） 24

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2024/index.html
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2024/index.html
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/388103954f561b01/20160072.pdf
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11201000-Roudoukijunkyoku-Soumuka/0000139920.pdf
https://www.arbeidstilsynet.no/en/working-conditions/


日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス ノルウェー
長時間労働者割合
（2022年）
※49時間以上/週

15.3％ 12.5％
11.4％

(2019年）
5.3％ 8.8％ 5.5％

法定労働時間
8時間/1日
40時間/1週

40時間/1週
48時間/1週

（残業時間を含む1週平均）
※17週平均

8時間/1日
35時間/1週

または
1607時間/1年間

9時間/1日
40時間/1週

時間外労働の上限

36協定（労使協定）
がある場合
45時間/1か月
360時間/1年間

36協定の特別条項が
ある場合
720時間/1年間
時間外労働と休日労
働合計で
100時間未満/1か月
（2～6か月平均80時
間以内、月45時間を
超えることができる
のは年6か月まで）

連邦法上の規定無し

週労働時間の上限は、時間外
労働を含め平均して48時間
/1週（17週平均）

最大52週まで労使協定によ
り延長可

総労働時間が10時間/1
日

かつ

6か月ないし24週を平
均して8時間/1日を超
えない

総労働時間が
10時間/1日
48時間/週

12週の平均労働時間が44時間を超え
てはならない

220時間/1年間

（労使合意のもとに、従業員が希望し、
かつ雇用主が認める場合、 法定残業
時間の上限、 又は労働協定により定
められた残業時間の上限を超えて、残
業を行うことができる。 ）

10時間/1週
25時間/4週
200時間/1年間
※総労働時間は24時間あたり13時間、7日間
あたり48時間を超えてはならない。
（8週平均で計算可能）

労使協定がある場合、希望者のみ可能
20時間/1週
50時間/4週
300時間/1年間
※1日24時間のうち16時間を超えて働くことは許可
されていない。

労働基準監督署の許可がある場合、希望者のみ可能
25時間/1週
200時間/26週間
400時間/52週間

割増賃金の根拠法 労働基準法 公正労働基準法 法律上の規定は無し 法律上の規定は無し 労働法典 労働基準法

時間外労働の
割増賃金率

平日：25％
（月60時間超：50％）

深夜：25％
時間外かつ深夜：
50％
休日：35％
休日かつ深夜：60％

50％
（全労働者の約2割
を占める管理職・専
門職等のホワイトカ
ラー・エグゼンプ
ション対象者は適用
除外）

（慣例として）
平日：50％
休日：100％
管理職：0％

「労働時間口座」利用
（全労働者の7割）
または労使合意により
慣例として
平日1日の時間外の最
初の2時間：25％
それ以降：50％
休日：100％
または代休の支給
（管理職は適用除外）

労働協約がない場合、 週の時間外労
働の最初の8時間（週労働時間43時
間）まで：25%
それ以降：50％
労働協約がある場合、協約によって
10％以上で規定
または代休の支給
（経営者扱いの管理職等は適用除外）

40％以上
または代休の支給

勤務間インターバル 無し（努力義務） 連邦法上の規定無し 最低11時間 最低11時間 最低11時間
24時間のうち連続11時間（労使協定により8
時間まで短縮可能）

典拠：JILPT「データブック国際労働比較2024」
JILPT「諸外国の労働時間法制とホワイトカラ―労働者への適用に関する調査―アメリカ、ドイツ、フランス、イギリス―（2022年3月）」
JETRO「欧州・ロシア雇用制度一覧」
JILPT「ドイツ：労働者の12％が残業―7割超が労働時間口座を利用」
厚生労働省「割増賃金の状況等について」（第2回経済の好循環実現検討専門チーム事務局提出資料）
ノルウェー労働基準監督署ホームページ

出典：小室淑恵「「日本で女性が活躍しない本当の理由」と「女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと」」東京くらし方会議第4回（2023年8月30日）資料、7～8頁
（株式会社ワーク・ライフバランスの許可を得て引用。レイアウトと表記を一部改変） 25

1937年：
ニューディール政策（1933～）で増加した
非熟練労働者から成る「産別労組」
からの要望をふまえた「左傾化対策」
として、
ルーズベルト大統領が
連邦法の立法作業を開始（翌年成立）

1946年：
日本の実情と
ILO条約をもとに
厚生省の官僚が
立法（翌年成立）

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2024/index.html
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/databook/2024/index.html
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2022/documents/0248.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/388103954f561b01/20160072.pdf
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2024/08/germany_01.html
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11201000-Roudoukijunkyoku-Soumuka/0000139920.pdf
https://www.arbeidstilsynet.no/en/working-conditions/
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少子化の主要因

① 日本を含む先進国の出生率は、2010年代半ば以降、ほぼ低下の一途。
少子化は、「出生率の低下」と定義するなら、今や先進国にほぼ共通。

② 育児支援が充実している北欧やフランスでも出生率は低下。2024年
速報値等ではフランス1.62、米国1.59、アイスランド1.56、デン
マーク1.47、ノルウェー1.44、スウェーデン1.43、英国1.41、ドイ
ツ1.35、フィンランド1.25（※）。この主要因は（0）「高学歴化によ
る『育児コスト上昇』と『価値観自由化』」で、避けようがない。

※ https://x.com/BirthGauge/status/1940492609614762382

③ 日本では、これに加えて、（1）「男性稼ぎ主モデルの長時間労働」
がいまだ根強いこと、その結果として生産性が上がらずに（2）「所
得低迷」が続いていること、加えて（3）学費を含む「育児の家族負
担」がまだ重いことにより、さらに低い出生率（2024年1.15）。
（なお「カップル文化が希薄」などの文化的要因も考えられるが、政策的介入が困難なため以下では扱わない。）

https://x.com/BirthGauge/status/1940492609614762382
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少子化の要因（2）「所得低迷」

① 全国追跡調査データを分析した厚労省の2013年の報告書によれば、
男女ともに「高所得者」や「正規雇用者」の方が結婚しやすい。

② また「妻が正規雇用者」の方が（長期的には）第1子が生まれやすい。
厚生労働省、2013、「21世紀出生児縦断調査及び21世紀成年者縦断調査：特別報告書（10年分のデータより）」

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html＞
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/dl/08.pdf＞

p.55（結婚の要因）とp.70（第1子出産の要因）
注：「妻が専業主婦」の場合も（「妻が正規雇用」と同程度に）第1子が生まれやすいが、

妊活が長期化した場合には「非正規雇用」に転じやすくなり、
第1子が生まれにくくなる。

③ よって若者の「賃上げ」と「雇用安定化」が重要。

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/dl/08.pdf


少子化の要因（3）「育児の家族負担」 ←「保育」で軽減できる

① 2005～2020年に保育定員を「約100万人」分増やした保育政策は、年間政府支
出を「約3兆円」増やしたが、それにより共働きしやすくなり、「結婚と出産の
障壁」が下がったと考えられる。

② 都道府県データの分析によれば、上記の保育政策により、
「女性の生涯未婚率」が「5.5％ポイント」下がり、
出生率が「約0.1」上がり、年間出生数が「約10万人」増えた。

宇南山卓、2023、「保育所等の整備が出生率に与える影響」https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23j030.html

③ 1990～2020年の全国市区での保育定員70％増（主に2010～2020年での増加）
により、出生率は「0.097」上がった。

深井太洋・鳥谷部貴大、2025、「家族と仕事の両立：日本の公的保育所整備が出生率に与える影響」
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/25e033.html

④ 市区町村データを分析した論文をもとに（柴田が）試算すると、
今後1～2歳保育定員を仮に（定員率が人口比100％になるように）

「約40万人」増やすと、出生率は「約0.1」上がると見込まれる。
Fukai, Taiyo, 2017, “Childcare availability and fertility: Evidence from municipalities in Japan,” Journal of the Japanese and 

International Economies 43. https://www.sciencedirect.com/science/article/abs/pii/S0889158316300375
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https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23j030.html
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/25e033.html
https://www.sciencedirect.com/science/article/abs/pii/S0889158316300375
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元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料

「こども未来戦略」の「方向性」は
「即時策・長期策」のほぼ全てと一致

30

「若者の賃上げ（職務給化など）」
「男性全体の働き方の効率化」
「出会い・パトナーシップ支援」

は、まだ弱い

有効な支援策の規模は
「児童手当拡充1.2兆円」
にほぼ限られる見込み。

出生率は上がっても0.1程度

多子世帯の高等教育
無償化（約40万人
対象／0.26兆円）
で出生率0.01程度

上昇の見込み

表の出典：内閣官房「第3回こども政策の強化に関する関係府省会議」（2023年2月20日＠首相官邸／岸田文雄首相・小倉將信大臣出席）柴田悠配布資料 

「賃上げ」 「働き方」など
の抜本策を強化すべき

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
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少子化の主要因

① 日本を含む先進国の出生率は、2010年代半ば以降、ほぼ低下の一途。
少子化は、「出生率の低下」と定義するなら、今や先進国にほぼ共通。

② 育児支援が充実している北欧やフランスでも出生率は低下。2024年
速報値等ではフランス1.62、米国1.59、アイスランド1.56、デン
マーク1.47、ノルウェー1.44、スウェーデン1.43、英国1.41、ドイ
ツ1.35、フィンランド1.25（※）。この主要因は（0）「高学歴化によ
る『育児コスト上昇』と『価値観自由化』」で、避けようがない。

※ https://x.com/BirthGauge/status/1940492609614762382

③ 日本では、これに加えて、（1）「男性稼ぎ主モデルの長時間労働」
がいまだ根強いこと、その結果として生産性が上がらずに（2）「所
得低迷」が続いていること、加えて（3）学費を含む「育児の家族負
担」がまだ重いことにより、さらに低い出生率（2024年1.15）。
（なお「カップル文化が希薄」などの文化的要因も考えられるが、政策的介入が困難なため以下では扱わない。）

https://x.com/BirthGauge/status/1940492609614762382


右下図の出典：厚生労働省（2005）『平成17年版 厚生労働白書』102頁

都道府県比較
でも同様

国際比較

移民による出生率引き上げ効果は0.1程度
https://honkawa2.sakura.ne.jp/8650.html

移民による出生率引き上げ効果は0.2程度（0.1以上の国のみ表示）
https://honkawa2.sakura.ne.jp/9019.html
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「男性の長時間労働」→「生産性（実質賃金）低迷」「女性家事負担大」→非婚化→少子化

要因（1）「男性稼ぎ主モデルの長時間労働」



元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料出典：内閣府特命担当大臣（経済財政政策）主宰・有識者懇談会「選択する未来2.0」（第2回会議／2020年3月27日）柴田悠提出資料（１）33

合計特殊出生率の規定要因分析（OECD26ヵ国1980～2009年データ／5年間単位／固定効果推定）

（注）* p<0.05、** p<0.01、*** p<0.001。
OECD26ヵ国1980～2009年のパネルデータを5年
間平均値に変換して、固定効果（個体内平均）推定
を行った。ロバスト標準誤差を適用。

※1 モデル4の労働時間の効果の「順因果と逆因果（お
よび疑似相関）への分解」について ：
モデル4（ファイナル・モデル）によれば、仮に平
均年間労働時間が「400時間」減少すると、出生率
は400×0.00225＝0.90上昇する。
また、労働時間を被説明変数にして逆の因果を推定
したモデル5によれば、出生率の0.90上昇によって、
労働時間は0.90×72.41＝「65時間」減少する。
そこで、逆因果（および疑似相関）を最大限に見
積って、「400時間減少と0.90上昇」という相関は、
おおよそ「順因果：逆因果（および疑似相関）＝
335：65」（＝5.15：1）に分解できるとみなすと、
上昇幅0.90のうち順因果は0.75となる。
（本分析では、時点数が少ないために、1階差一般
化積率法推定や、タイムラグ入りの差分推定が使え
ず、タイムラグ無しの固定効果推定を使ったため、
逆の因果の除去ができなかった。そのため、できる
だけ逆の因果を除去すべく、ほぼオリジナルな方法
ではあるが、このような方法で逆の因果の「仮想的
な除去」を試みた。）

※2 「2040年までの17年間での日本特有傾向－0.21」
について：
モデル4（ファイナルモデル）において、「日本特
有線形時間傾向：－0.0614**」により、2005～
2009年の5年間で「－0.0614」（10年間ならその
2倍）の変動が日本のみで見られた。
この傾向が2023年からの17年間（2040年まで）
でも続くと仮定すれば、「（－0.0614×2）×17／
10」＝「－0.209」≒「－0.21」の変動が日本で生
じると予想できる。

https://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/future2/20200327/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/future2/20200327/agenda.html


34

（典拠）・総務省「労働力調査」：「2023年（令和5年）平均結果の概要」（2024年）
・総務省「令和3年社会生活基本調査」（2022年）：「表3-2 従業上の地位・雇用形態・勤務形態・週間就業時間・希望週間就業時間・

年次有給休暇の取得日数・ふだんの健康状態・仕事からの個人の年間収入・収益，行動の種類別総平均時間－週全体，有業者，男（15歳以上）」
・OECD Data Explorer, “Average usual weekly hours worked on the main job” (Worker status: Employees)（2024年）
・内閣官房「第3回こども政策の強化に関する関係府省会議」（2023年2月20日首相官邸／岸田文雄首相・小倉將信大臣出席）柴田悠発表資料
・OECD Data Explorer, “Average annual hours actually worked per worker” (Worker status: Employees)（2024年）

• 「役員を除く雇用者5739万人」に占める「15～64歳正規雇用男性2262万人」は「39％」（労働力
調査）。

• 「15歳以上男性正規雇用者」の労働時間は（423分×7日間＝）「週49.35時間」（社会生活基本調
査）。週休2日なら「平日1日10時間」。年間240日勤務なら「年間2369時間」。

• 「15～64歳正規雇用男性」（39％と仮定）の労働時間（平日1日10時間、年間2369時間と仮定）
のみを「平日1日2時間（年間480時間）」減らすと（デンマーク・オランダ・フランス・フィンラ
ンド・ノルウェー・ドイツの15～64歳フルタイム被用者男性のように平日1日8時間にすると）、
全体平均では「年間187時間」減る。

• 柴田によるOECD加盟諸国の時系列データの分析によれば、仮に平均労働時間が「年間278時間」
減ると、出生率は「0.52」上がる（官邸会議・衆議院予算委員会での柴田発表資料【次頁】）。

• よって、「年間187時間」減ると出生率は「0.35」上がると見込まれる。
• なお、日本の全体平均の最新値（2023年雇用者）は「年間1637時間」（OECD Data Explorer）

なので、「年間187時間」減ると「年間1450時間」になる。先進諸国最短（ドイツ・オランダ等）
の「1300時間台」まで、まだ減らす余地は残っている。

• 2035年までの10年間で、「DX・働き方改革」で「正規雇用男性の労働時間の平日1日2時間短縮」
を実現すれば、「1人当たりGDP」（生産性）が最大化され、「出生率」が0.35上昇して
「希望出生率1.6」が実現される。（今後10年間の少子化対策）

「正規雇用男性」労働時間を「平日1日2時間」短縮→出生率「0.35」上昇

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html
https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/nen/ft/index.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=time%20%20work&pg=0&snb=293&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_USL_WK_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD...F%2BM.Y15T64....ICSE93_1.FT...&pd=2010%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/siryou3.pdf
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=hours&pg=0&snb=60&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD............&pd=2010%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false


2055年出生率：

0.7→加速化で0.8

2035年出生率：

1.0→加速化で1.1
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過去5年間変動による単純予測

加速化＋賃上げ＋働き方：

2055年出生率 1.3

加速化プラン

（児童手当増額＋多子世帯高等教育無償化）

正規雇用男性の労働時間短縮

（10年間かけて「平日1日2時間」短縮）

若者の賃上げ

（職務給への転換などによる年4％上昇×10年間）

加速化＋賃上げ＋働き方：

2035年出生率 1.6

35

「正規雇用男性」労働時間を「平日1日2時間」短縮→出生率「0.35」上昇

労働時間の「長さ」ではなく
「時間あたりの生産性」で評価されるようになるので

今後増える「介護中の人」も働きやすくなり

「人手不足」も軽減！

（典拠）・加速化プランの効果：衆議院「地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する特別委員会」（2024年4月9日）柴田悠（参考人）提出資料
・若者賃上げの効果： 内閣府「令和5年第2回経済財政諮問会議」（2023年1月24日首相官邸）有識者議員提出資料「今後の少子化対策の検討に向けて（参考資料）」
・労働時間短縮の効果：内閣官房「第3回こども政策の強化に関する関係府省会議」（2023年2月20日首相官邸／岸田文雄首相・小倉將信大臣出席）柴田悠発表資料

「若者賃上げ」だけでは「希望出生率1.6」に届かない…

https://www.dropbox.com/scl/fi/fivanjs9l7dhc6nj2lhg5/20240409.pdf?rlkey=4c4u2y7ui37u9qrz7ep143wpm&e=1&dl=0
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/shiryo_04-2.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/gijisidai.html
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_kyouka/dai3/siryou3.pdf
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主要先進諸国のなかで日本は「男性の労働時間」が最も長い（女性も長いほう）

注：調査は15～64歳が対象（2009年～2018年実施）。労働は「市場で労働力を提供して対価を
得る有償労働」。日本は2016年調査。
OECD “Balancing paid work, unpaid work and leisure”（2020）をもとに、内閣府男女
共同参画局にて作成。

出典： 内閣府男女共同参画局『男女共同参画白書 令和2年版』「コラム1 図表1 男女別に見
た生活時間（週全体平均）（1日当たり，国際比較）」。

注：日本は、全体は15～64歳が対象、フルタイム・正規雇用者は15歳以上の被用者が対象（2021年調査）。
日本以外は、15～64歳の被用者が対象（2023年調査）。

出典：日本は総務省統計局「令和3年社会生活基本調査」。日本以外はOECD Data Explorer。

https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-c01-01.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200533&tstat=000001158160&cycle=0&year=20210&month=0&tclass1=000001158164&tclass2=000001158180&tclass3=000001158181
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=time%20%20work&pg=0&snb=293&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_USL_WK_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD...F%2BM.Y15T64....ICSE93_1.FT...&pd=2010%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false


6

7

8

9

10

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035

雇用者男性全体（パートタイム含む）の平日1日あたり労働時間（週休2日を仮定）

オーストラリア オーストリア ベルギー デンマーク フィンランド フランス

ドイツ アイスランド イタリア 日本 オランダ ノルウェー

スペイン スウェーデン スイス 英国 米国

（時間）

米国

オランダ（PT=18%）

デンマーク（PT=12%）

ドイツ（PT=9%）

日本（PT=10%）

スウェーデン

フランス（PT=7%）

37

主要先進諸国のなかで日本は「男性の労働時間」が最も長い（近年やっと短縮傾向に）

注：日本は15歳以上の被用者男性（仕事全体）。日本以外は15～64歳の被用者男性（本業のみ。副業は含まない） 。
出典：日本は総務省統計局「社会生活基本調査」。日本以外はOECD Data Explorer。

英国

男性全体では
平日1日1.5時間

減るイメージ

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200533&metadata=1&data=1
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=time%20%20work&pg=0&snb=293&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_USL_WK_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD...F%2BM.Y15T64....ICSE93_1._T...&pd=1979%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
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主要先進諸国のなかで日本は「男性のパートタイム率」は中程度

注：パートタイム就業者は、「本業の週労働時間が30時間未満」の就業者（OECD定義）。
出典：OECD Data Explorer。

https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=Part%20time%20employment&pg=0&snb=81&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_FTPT%40DF_FTPT&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BBRA%2BBGR%2BHRV%2BCYP%2BIDN%2BMLT%2BMKD%2BROU%2BRUS%2BZAF%2BOECD.EMP.PT_POP_SUB.F%2BM.Y15T64.EMP.MAIN._T.PT.OECD_DEF.A&pd=1980%2C2023&to%5bTIME_PERIOD%5d=false


39出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」（2021年）

「男性の長時間労働」→ ①女性の結婚回避 → 少子化



40出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」（2021年）

「男性の長時間労働」→ ①女性の結婚回避 → 少子化
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データ：厚生労働省「令和６年度 若年層における育児休業等取得に対する意識調査」（WEB調査。対象は全国の18歳～25歳の男女
2,026人で、高校生・大学生などの学生若年層）

出典：厚生労働省「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」（2024年）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-
1_00004.html

「男性の長時間労働」→ ②夫婦の子ども数の減少 → 少子化

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
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「男性の長時間労働」→ ②夫婦の子ども数の減少 → 少子化
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典拠：厚生労働省「21世紀成年者縦断調査（平成14年成年者）」（2016年）＞「第18表」

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450044&tstat=000001030359&cycle=7&year=20150&month=0&tclass1=000001090215&tclass2=000001090220
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450044&tstat=000001030359&cycle=7&year=20150&month=0&tclass1=000001090215&tclass2=000001090220
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450044&tstat=000001030359&cycle=7&year=20150&month=0&tclass1=000001090215&tclass2=000001090220
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450044&tstat=000001030359&cycle=7&year=20150&month=0&tclass1=000001090215&tclass2=000001090220
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評
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満
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）

注： 縦軸の「幸福感」は、「全体的に見てあなたはどのくらい幸せだと思いますか」という質問に対する
「非常に不幸＝0点」から「非常に幸福＝10点」までの回答の平均値（背景要因による影響を除去）。
「働き方の柔軟化支援」は、「フレックスタイム制」「有給休暇」「育児休業」。

出典：Glass, J. et al., 2016, “Parenthood and Happiness: Effects of Work-Family Reconciliation Policies in 22 OECD 
Countries,” American journal of sociology 122(3): 886-929.
日本を含まない欧米18ヵ国（2006年または2008年、15ヵ国では両年）の16～70歳3.7万人のマルチレベル混合効果推定。

「働き方の柔軟化支援」と幸福感（幸福感と出生率は正の相関）
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日本では「女性のみに親ペナルティあり」→女性の結婚出産回避→少子化

①「親ペナルティ」＝「育児負担による幸福感低下」

② 日本では「女性のみ」で親ペナルティが見られる
佐藤一磨、2023、「子どもの有無による幸福度の差は2000～2018年に拡大したのか」

https://www.pdrc.keio.ac.jp/publications/dp/8394/

③ 重い育児負担が妻ばかりにのしかかることで、
妻の「夫婦関係満足感」と「消費生活満足感」が下がることが原因

佐藤一磨、2021、「子どもと幸福度：子どもを持つことによって、幸福度は高まるのか」
https://www.pdrc.keio.ac.jp/publications/dp/7094/

https://www.pdrc.keio.ac.jp/publications/dp/8394/
https://www.pdrc.keio.ac.jp/publications/dp/7094/


元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料

日本の男性は労働時間が長すぎる

45注：各国の生活時間調査での18～49歳サンプル。 図の出典：国立社会保障・人口問題研究所「第28回厚生政策セミナー：時間と少子化」（2023年12月4日）配布資料 



元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料注：各国の生活時間調査での18～49歳サンプル。 図の出典：国立社会保障・人口問題研究所「第28回厚生政策セミナー：時間と少子化」（2023年12月4日）配布資料 

30年間ほとんど減っていない

46



元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料
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「1986年前後に起こったのが、週休二日制の普及です。1986年以降、土曜日の労働時間は減少しているのに
対し、平日の労働時間は増加しています。一方、睡眠時間にも1986年を境に変化が見られます。平日の睡眠
時間は減少しているのに対し、土曜日は増加。これらは週休二日制によって土曜日が休みになった分、平日の
残業が増えたことを示唆しています。そのシワ寄せが睡眠時間にも及んでいる、という見方ができるのです」

出典：NHK「あさイチ」2024年7月4日放送

フルタイム雇用者や父親の長時間労働と働きづらさ

出典：竹原健二（2021）「令和3年度母子保健指導者養成研修：父親をとりまく子育ての現状と父親支援について」
（6歳未満の子がいる男性での国際比較）https://boshikenshu.cfa.go.jp/assets/files/history/r3/tr6_lecture_4.pdf

出典：山本勲（2023）「働き方で睡眠時間はどう変わる？日本企業に求められる「健康経営」とは」
nishikawa（西川）ホームページ（インタビュー記事）
https://www.nishikawa1566.com/column/sleep/20231004133253/

出典：NHK政治マガジン「パパだって、つらいんです」
https://www.nhk.or.jp/politics/articles/featur
e/45639.html（2020年10月7日）

出典：厚生労働省（2024）「人口構造、労働
時間等について」
https://www.mhlw.go.jp/content/11
201250/001194507.pdf

https://boshikenshu.cfa.go.jp/assets/files/history/r3/tr6_lecture_4.pdf
https://www.nishikawa1566.com/column/sleep/20231004133253/
https://www.nhk.or.jp/politics/articles/feature/45639.html
https://www.nhk.or.jp/politics/articles/feature/45639.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001194507.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001194507.pdf


元の表の出典：「こども政策の強化に関する関係府省会議」（第3回）柴田悠発表資料

父親でも減っていない
「労基法」を「先進国並み」に改正しないと改善は無理では？
例： ・残業時間：月20時間超の割増率50％化（米・仏・独・英など）

・勤務間インターバル：11時間義務化（仏・独・英・EUなど）

・法定労働時間：週35時間化（仏）
48注：各国の生活時間調査での18～49歳サンプル。 図の出典：国立社会保障・人口問題研究所「第28回厚生政策セミナー：時間と少子化」（2023年12月4日）配布資料 
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注：各企業のホームページでの情報をもとに株式会社ワーク・ライフバランスが作成
出典：小室淑恵・株式会社ワーク・ライフバランス代表取締役社長Facebook2024年4月6日投稿記事

（小室淑恵社長の許可を得て転載）

すでに平均残業時間が「月約20時間以下」になっている企業の例

●アサヒグループホールディングス 平均21.8時間
●住友化学株式会社 平均20.7時間
●株式会社みずほフィナンシャルグループ 平均22.1時間
●三井物産株式会社 平均17時間
●株式会社日立製作所 平均7.2時間
●日本製鉄株式会社 平均22.2時間
●日本電信電話（株） 16.9時間
●株式会社丸井グループ 平均5.2時間
●三菱地所プロパティマネジメント株式会社 平均5.3時間
●株式会社ローソン 平均10.9時間
●株式会社三井住友銀行 平均15.7時間
●オンワードオンワードホールディングス 平均8.4時間
●アイシン・ソフトウェア株式会社 平均19.4時間
●飯田グループホールディングス 平均18時間
●住友生命保険相互会社 平均3.8時間
●ノボ ノルディスク ファーマ株式会社 平均9.0時間

●セガサミーホールディングス株式会社 平均9.9時間
●株式会社日立産機システム 平均10.1時間
●株式会社カスミ 平均14.2時間
●三井住友信託銀行株式会社 平均16.2時間
●大和証券グループ本社 平均21.6時間
●株式会社セブン銀行 平均21.6 時間
●アルプスアルパイン株式会社 平均13.4時間
●アステラス製薬株式会社 平均7.3時間
●住友商事株式会社 平均9.9時間
●野村不動産株式会社 平均14.2時間
●株式会社三菱総合研究所 平均8.8時間
●オリンパス株式会社 平均10.0時間
●千寿製薬株式会社 平均8.1時間
●日本情報通信株式会社 平均21.1時間
●株式会社近鉄百貨店 平均11.8時間

https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
https://www.facebook.com/yoshie.komuro.5/posts/pfbid0w4q2FR5bPNsN8AF3oVn3Rdn3woWYHKbzu6sGkqCicmTTTZHpq6He3kEbcmJcDg7l
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若年男性の8割以上が「育休を取得したい」（うち4割は「3か月以上」希望）

出典：日本生産性本部「2017年度 新入社員 秋の意識調査」
https://www.jpc-net.jp/research/detail/002770.html

データ：厚生労働省「令和６年度 若年層における育児休業等取得に対する意識調査」（WEB調査。対象は全国の18歳～25歳の男女
2,026人で、高校生・大学生などの学生若年層）

出典：厚生労働省「若年層における育児休業等取得に対する意識調査（速報値）」（2024年）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-
1_00004.html

https://www.jpc-net.jp/research/detail/002770.html
https://www.jpc-net.jp/research/detail/002770.html
https://www.jpc-net.jp/research/detail/002770.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/jigyou_ryouritsu/topics/tp100618-1_00004.html
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しかし男性の育休取得率は「3割」で、取得期間もほぼ「3カ月未満」

出典：厚生労働省「令和5年度雇用均等基本調査」https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r05.html

30％（2023年）

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r05.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r05.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r05.html
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政策例：「労基法改正」

「労基法改正」（月20時間以上の残業割増率50％化など）によるテコ入れ
↓

男性の「働き方」が効率化され「労働生産性」が上がる
↓

①男性の「実質賃金」が上がり、男性の「結婚率」が上がる
→ 「出生率」が上がる

②男性の「労働時間」が減って「家事（＋育児）時間」が増える
・未婚女性の「結婚回避」が減り「結婚率・出生率」が上がる
・既婚女性の「出生率」が上がる

↓

「生産性低迷」と「少子化」の両方が改善する！



「働きやすさ」と「働きがい」の両方を高めるには？

53

 「働きやすさ」最優先の失敗パターン（社員・企業が成長しない）：
 「残業を減らす」ためにどうしたらいいかという「ネガティブな話し合

い」をしてしまう
 社員グループと経営者が本音を出せない
 社員を囲い込む（社員に兼業や社外学習を推奨しない「非・人的資本経営」。社員

は「『社外で通用するスキル』を成長させてくれない」と危惧して離職してしまう）

○「働きやすさ」と「働きがい」を両立した成功パターン（社員・企業が成長す
る）：
 社員は「こんなことをしたい、こんな時間を増やしたい」というポジ

ティブな本音（パーパス）を出し、経営者は「自社をこんな会社にした
い」というパーパスを出し、「パーパスの合致点」を見出し共有する

 社員グループと経営者で本音を出し合う「働き方についてのミーティン
グ」を定期的に実施する（心理的安全性の確保が必須条件）

 社員に兼業や社外学習を推奨し、「社外で通用するスキル」の成長を促
す人的資本経営（「社外で通用するスキル」を成長させてくれるので離職しない）

注：経済産業省「人的資本経営の実現に向けた検討会報告書（人材版伊藤レポート2.0）」、
柴田がアドバイザリーボードメンバーを務めている（株）ワーク・ライフバランス（3,000社以上をコンサル）の代表取締役社長・小室淑恵氏の講演内容、および、
柴田が日本の人事部「HRカンファレンス2023春」で鼎談した丹羽真理氏（パーパス経営本の嚆矢『パーパス・マネジメント』著者）の講演内容、を参考に柴田作成。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html#:~:text=%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BA%BA%E6%9D%90%E3%82%92%E3%80%8C%E8%B3%87%E6%9C%AC%E3%80%8D,%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%92%E3%82%8B%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%AE%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html#:~:text=%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BA%BA%E6%9D%90%E3%82%92%E3%80%8C%E8%B3%87%E6%9C%AC%E3%80%8D,%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%92%E3%82%8B%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%AE%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/index.html#:~:text=%E4%BA%BA%E7%9A%84%E8%B3%87%E6%9C%AC%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BA%BA%E6%9D%90%E3%82%92%E3%80%8C%E8%B3%87%E6%9C%AC%E3%80%8D,%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%92%E3%82%8B%E7%B5%8C%E5%96%B6%E3%81%AE%E3%81%82%E3%82%8A%E6%96%B9%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82
https://jinjibu.jp/hr-conference/report/r202305/report.php?sid=3232
https://jinjibu.jp/hr-conference/report/r202305/report.php?sid=3232
https://jinjibu.jp/hr-conference/report/r202305/report.php?sid=3232
https://jinjibu.jp/hr-conference/report/r202305/report.php?sid=3232
https://ideal-leaders.co.jp/blog/blog-2392-20230818/


「働きやすさ」「働きがい」両立の成功事例（中小企業・製造業）
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（株）サカタ製作所（従業員155名／建築屋根金具製造／新潟県長岡市）
 改革前：「採用に苦労」

 2014年改革開始。社長が「残業削減に取り組む管理職を高く評価する」と明言
 会社方針を「健康経営」に設定。アンケートではなく面談で「本音」を引き出し

共有。役員・上司から「休め」と指示
 「勤怠情報の見える化」「時差出勤やワークシェアリング等の工夫」「長時間労働抑制アラー

ト」「11時間勤務間インターバル制度を導入（就業規則に明記）」「15分単位で業務棚卸データ
を集計」「部署間の重複類似業務を排除」「無意味な資料作成を見直し」

 平均残業時間：2年で9割減（月あたり：2014年17.6時間→2016年1.1時間
→2020年1.2時間〔1日3分〕）

 主要事業の売上（円/㎡）：3年で1.3倍（2014年約70円→2018年約76円
→2019年約89円→2020年約91円）

 年間残業21,750時間削減 → 年間残業代3,445万円削減 （2014→2015年）

→ 全額を社員に還元（まずは賞与で → やがて基本給で）
 2014～19年は賞与：夏冬「基本給×6ヶ月」→ 現在は基本給：改革前の1.5倍
 男性育休（8割以上が取得希望）取得率5年連続100％。平均5ヵ月取得（大企業平均47日）

 現在：「採用に全く困っていない」
典拠：小室淑恵「『日本で女性が活躍しない本当の理由』と『女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと』」東京くらし方会議第4回資料（2023年8月30日）

BS11報道ライブインサイドOUT「【韓国の失敗に学ぶ】少子化対策 ゲスト：小室淑恵（ワーク・ライフバランス代表取締役社長）金明中（ニッセイ基礎研究所上席研究員）」（2024年7月11日放送）

https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.youtube.com/watch?v=2nvDrAfPf7U
https://www.youtube.com/watch?v=2nvDrAfPf7U
https://www.youtube.com/watch?v=2nvDrAfPf7U
https://www.youtube.com/watch?v=2nvDrAfPf7U
https://www.youtube.com/watch?v=2nvDrAfPf7U


「働きやすさ」「働きがい」両立の成功事例（中小企業・製造業）
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（株）ベアレン醸造所（従業員50名／地ビールメーカー／岩手県盛岡市）
 2017年改革開始。2018年に経営者2人が「イクボス宣言」。2019年「勤務間イ

ンターバル」導入
 「本音を匿名で記入・共有できるオンライン会議システム」やSNS等を活用した

「本音・情報の共有」と「会議時間の短縮」
 「ありがとうを伝えよう運動」「断捨離」「ノー残業デー」の実施
 「終礼」を行い「残業時間」の意識づけ
 スタッフ自ら「働き方改革」と「生産性向上」への意識が向上し、取り組み拡大
 残業時間：2割減（改革前2016年度→改革後2017年度）（全部署で減少）
 経常利益：2年で1.5倍（2016年度→2018年度：146％）
 定期昇給率：2019年度5.4％（全国平均1.7％を大きく上回る）
 2018年「世界に伝えたい日本のブルワリー」で2度目の日本一を受賞
 2019年「いわて働き方改革AWARD2019」最優秀賞受賞
 有給休暇消化率：2016年53％→2018年85％
 年間休日：工場勤務90日→100日、飲食店勤務72日→90日
 健康経営優良法人（中小規模法人部門）2021年～2024年（4年連続）認定
 ドイツでの国際ビールコンクール「Finest Beer Selection 2023 国際ビール部門」で世界第1位受賞

典拠：小室淑恵「『日本で女性が活躍しない本当の理由』と『女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと』」東京くらし方会議第4回資料（2023年8月30日）
株式会社ベアレン醸造所「ブルワリーのご案内」https://www.baerenbier.co.jp/brewery/

https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.baerenbier.co.jp/brewery/
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56

住友生命保険相互会社（従業員約4万名／生命保険業／大阪市＋東京都中央区）
 2018年から全90支社1,000名で 「本音を匿名で共有できるオンライン会議シス

テム」を活用した本音共有会議を実施。管理職に「心理的安全性」の研修を実施
 2019年：「勤務間インターバル」を９時間から11時間に変更
 人事評価に「時間あたり生産性」評価を導入。「生産性向上コンテスト」を実施
 「幹部社員から会議や業務の削減を決断」「意見箱」「会議効率化」「Office365活用」「RPA

（Robotic Process Automation：パソコンで行っている事務作業を自動化できるソフトウェアロボット技

術）の導入」「諸手続き電子化」「ペーパレス化」「テレワーク推進」「健康経営」「自己啓発
促進」「休暇取得推進」「健康増進休暇（3か月に1日）新設」「スニーカー通勤推奨」

 1人あたり総労働時間：6年で1割減（2016年度：年2,187時間→2022年度：年
1,961時間）。月1日以上有休取得者：2018年度30％→2022年度82％

 男性育休取得率：100％。2週間以上取得割合：2017年1％→2020年14％
 基礎利益（≒営業利益）：2017～19年度「年平均4％増」（3,636億円→3,925

億円）、2019～23年度「年平均3%増」（新定義2,704億円→3,056億円）
 健康経営優良法人（大規模法人部門上位法人「ホワイト500」）2018年～2022

年（5年連続）認定

典拠：小室淑恵「『日本で女性が活躍しない本当の理由』と『女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと』」東京くらし方会議第4回資料（2023年8月30日）
住友生命保険相互会社「住友生命 2021年度ディスクロージャー誌」https://www.sumitomolife.co.jp/about/company/ir/disclosure/2020/
住友生命保険相互会社「IR資料」https://www.sumitomolife.co.jp/about/company/ir/disclosure/2020/

https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sumitomolife.co.jp/about/company/ir/disclosure/2020/
https://www.sumitomolife.co.jp/about/company/ir/disclosure/2020/
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（株）オンワードホールディングス（従業員約6千名／アパレル業／東京都港区）
 2019年に改革開始。 「本音を匿名で共有できるオンライン会議システム」を活

用した本音共有会議を実施。役員・管理職に「心理的安全性」の研修を実施
 毎週の本音共有会議に社長が参加。言いにくい意見も出てスピード感ある決定が

実現。「トップダウンマネジメント」から「メンバー主体のボトムアップマネジ
メント」へ変化。「残業しない社員のほうが優秀」という評価基準に転換

 「店舗スタッフ残業削減を営業部がサポート」「売上・顧客管理DX」「店舗スタッフの評価シー
トを現場の声を聞きながら作成」「成長目標の見える化」「マイ17連休の義務化」「シフト選択
制」「勤務間インターバル」「メンター制度」「女性部長との定期ダイアログセッション」

 取締役会をオンラインに。社長は17日間連続テレワーク
 販売課との連携により、企画～納品工程を24％削減（12.5週→9.5週）
 流通別に的を絞った商品企画立案により、量産型数を70％に削減
 残業時間：5年で4割減（2018年度：月17.7時間→2023年度：月10.7時間）
 男性育休取得率：18年度8％→23年度67％。取得日数：18年度7日→23年度138日（大企業平均47日）

 「幸福度高まった」84％。「風通しが良くなった」100％。「D＆I AWARD2023」認定

 DXによりコロナ禍でオンライン販売サイト｢オンワードクローゼット｣の売り上げ
を3倍に。営業利益がV字回復（2022年度～）。

典拠：小室淑恵「『日本で女性が活躍しない本当の理由』と『女性活躍と少子化解決を実現するために東京都がすぐ実行すべきこと』」東京くらし方会議第4回資料（2023年8月30日）
株式会社オンワードホールディングス代表取締役社長保元道宣「女性活躍と心理的安全性の醸成を目指す～現場との対話から見えた新しい視点～」働き方改革オンラインシンポジウム（2024年4月23日）

https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://hataraku-josei.metro.tokyo.lg.jp/meeting/files/tokyo_kurashikata_4_4.pdf
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/plan/sangyo/kurashikata_4/
https://work-life-b.co.jp/20240423_work-style-refrom_symposium2024
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（株）銚子丸（従業員約3千名／飲食業／千葉県千葉市）
 改革前： 固定時間外手当70時間（店長は75時間）を支給。就業時間＋70時間を前提にシフト組み。長時間

労働かつ土日祝日、早朝や深夜残業が発生。労働基準監督署から呼び出し。過酷な労働環境により離職率が
増加、採用に苦戦

 2020年に改革開始。「本音を匿名で共有できるオンライン会議システム」を活用
した本音共有会議を実施。役職者から時間自律性を改善。マネジメント役割を
「店舗への指示」から「個人のスキルアップへの寄与」「不満の解決」へ変更

 徹底したオンライン化（会議オンライン化、魚の買付をZoomで実施、研修をライブ配信）で経費
を5か月間で355万円削減。閉店時間を22時から21時に変更し「11時間勤務間インターバル」導
入（80％以上達成）。月額給与を変更せず固定時間外手当を（70時間から）30時間相当まで給与
体系を改訂。早番・遅番のシフト（3交代制）を導入。常務が男性初の育休取得（100日間）

 「店舗のオペレーション改善」「指導」の時間が倍増。突発業務が72%減少。計画的に戦略を考
える時間が増加

 全社員総労働時間：3年で1割減（2019年390万時間→2022年350万時間）
 離職率：4年で4割減（2018年12％→2022年7.5％）
 男性育休取得率：100%達成。女性管理職比率8%、女性役員比率33%に上昇。有休取得率4倍に

 1人1時間あたりの売上：4年で1割増（2018年4,532円→2022年5,123）円
 当期純利益：5年で倍増（2019年5.1億円→2024年10.7億円）

典拠：株式会社ワーク・ライフバランス「働き方改革コンサルティング資料」働き方改革オンラインシンポジウム（2024年4月23日） 
日本経済新聞「銚子丸：主要財務指標」https://www.nikkei.com/nkd/company/kessan/?scode=3075

https://work-life-b.co.jp/20240423_work-style-refrom_symposium2024
https://www.nikkei.com/nkd/company/kessan/?scode=3075
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要因（2）「所得低迷」

① 全国追跡調査データを分析した厚労省の2013年の報告書によれば、
男女ともに「高所得者」や「正規雇用者」の方が結婚しやすい。

② また「妻が正規雇用者」の方が（長期的には）第1子が生まれやすい。
厚生労働省、2013、「21世紀出生児縦断調査及び21世紀成年者縦断調査：特別報告書（10年分のデータより）」

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html＞
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/dl/08.pdf＞

p.55（結婚の要因）とp.70（第1子出産の要因）
注：「妻が専業主婦」の場合も（「妻が正規雇用」と同程度に）第1子が生まれやすいが、

妊活が長期化した場合には「非正規雇用」に転じやすくなり、
第1子が生まれにくくなる。

③ よって若者の「賃上げ」と「雇用安定化」が重要。

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/index.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/tokubetsu13/dl/08.pdf
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「年2％賃上げ→10年後出生率0.1↑」＋「職務給への転換→さらに0.1↑」

出典：十倉雅和・中空麻奈・新浪剛史・柳川範之「今後の少子化対策の検討に向けて（参考資料）」 令和5年第2回経済財政諮問会議（2023年1月24日）有識者議員提出資料
（https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html）

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2023/0124/agenda.html
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主要先進諸国のなかで日本は「労働生産性（生産年齢1人当たりGDP）」が最低レベル

出典：World Bank, World Development Indicators

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

15～64歳人口一人当たり実質GDP（constant 2021 PPP international $）

オーストラリア オーストリア ベルギー デンマーク フィンランド

フランス ドイツ アイスランド 日本 オランダ

ノルウェー スウェーデン スイス 英国 米国

（int $）

日本

英国

フランス

ドイツ

スウェーデン

ノルウェー

スイス

デンマーク

米国

オランダ

https://databank.worldbank.org/reports.aspx?source=2&series=NY.GDP.PCAP.PP.KD&country=


100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

時間当たり労働生産性（GDP per hour worked, US dollars per hour, PPP converted, Constant prices, 2020）

カナダ デンマーク フィンランド フランス ドイツ アイスランド イタリア

日本 韓国 オランダ ノルウェー 米国 スウェーデン 英国

日本

（注）「特定年からの相対値」では「生産性の低さ」の現実を直視できずに見誤る…

62

ノルウェー

（1975年＝100）

オランダ

米国

フランス

デンマーク

データ：OECD Data Explorer（GDP、Employment、Average annual hours actually worked per worker）

https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tl&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.GDP..USD_PPP.Q...&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?fs%5b0%5d=Topic%2C1%7CEconomy%23ECO%23%7CProductivity%23ECO_PRO%23&fs%5b1%5d=Frequency%20of%20observation%2C0%7CAnnual%23A%23&pg=0&fc=Frequency%20of%20observation&snb=5&vw=tb&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_PDB%40DF_PDB_LV&df%5bag%5d=OECD.SDD.TPS&df%5bvs%5d=1.0&dq=TUR%2BAUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BEST%2BGRC%2BHUN%2BIRL%2BISR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNZL%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BCHE%2BEA20%2BEU27_2020%2BBGR%2BHRV%2BROU%2BGBR%2BITA%2BFIN%2BDNK%2BFRA%2BDEU%2BISL%2BJPN%2BKOR%2BNLD%2BNOR%2BSWE%2BUSA%2BOECD.A.EMP......&pd=1975%2C&to%5bTIME_PERIOD%5d=false
https://data-explorer.oecd.org/vis?tm=average%20annual%20hours&pg=0&snb=11&df%5bds%5d=dsDisseminateFinalDMZ&df%5bid%5d=DSD_HW%40DF_AVG_ANN_HRS_WKD&df%5bag%5d=OECD.ELS.SAE&df%5bvs%5d=1.0&pd=1950%2C&dq=AUS%2BAUT%2BBEL%2BCAN%2BCHL%2BCOL%2BCRI%2BCZE%2BDNK%2BEST%2BFIN%2BFRA%2BDEU%2BGRC%2BHUN%2BISL%2BIRL%2BISR%2BITA%2BJPN%2BKOR%2BLVA%2BLTU%2BLUX%2BMEX%2BNLD%2BNZL%2BNOR%2BPOL%2BPRT%2BSVK%2BSVN%2BESP%2BSWE%2BCHE%2BTUR%2BGBR%2BUSA%2BOECD........_T....&ly%5brw%5d=REF_AREA&ly%5bcl%5d=TIME_PERIOD&to%5bTIME_PERIOD%5d=false&vw=tb
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非正規雇用が多かった氷河期世代の男性は、正規雇用率がバブル世代並みに改善

出典：内閣官房就職氷河期世代支援推進室
「就職氷河期世代の就業等の動向と支援
の今後の方向性について」2024年12月
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/s
hushoku_hyogaki_shien/suishin_platfo
rm/dai6/gijisidai.html）、1頁
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若者の非正規雇用率（有期雇用率）は、男女ともに減ってきた

データ典拠：OECD.Stat

15～24歳の有期雇用者率（15～24歳雇用者に対する％）
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ただし、非正規雇用者の賃金はいまだ低い → 同一労働同一賃金も重要

データ出所：Eurostat Structure of Earnings Survey（2010、2014、2018）、賃金構造基
本統計調査（2010、2014、2018）、毎月勤労統計調査（2014、2018）。

注1：欧州諸国、日本ともに2010年、2014年、2018年の値の平均（毎月勤労統計調査は
2014年、2018年のみ）。

注2：対象者は、eurostat 10人以上の雇用者を有する企業；賃金構造基本統計調査 10人以上
の常用労働者を雇用する事業所；毎月勤労統計調査 常時5人以上を雇用する事業所。

図・注の出典：小前和智「非正規雇用者の賃金が低いのは世界共通なのか？――国際比較から
みた日本」（リクルートワークス研究所のウェブサイト）2022年

2010年代における雇用形態間の賃金比率の国際比較

https://www.works-i.com/column/jpsed2022/detail007.html
https://www.works-i.com/column/jpsed2022/detail007.html
https://www.works-i.com/column/jpsed2022/detail007.html
https://www.works-i.com/column/jpsed2022/detail007.html


要因（3）「育児の家族負担」 ←「保育」や「学費軽減」で軽減できる

① 2005～2020年に保育定員を「約100万人」分増やした保育政策は、年間政府支
出を「約3兆円」増やしたが、それにより共働きしやすくなり、「結婚と出産の
障壁」が下がったと考えられる。

② 都道府県データの分析によれば、上記の保育政策により、
「女性の生涯未婚率」が「5.5％ポイント」下がり、
出生率が「約0.1」上がり、年間出生数が「約10万人」増えた。

宇南山卓、2023、「保育所等の整備が出生率に与える影響」https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23j030.html

③ 1990～2020年の全国市区での保育定員70％増（主に2010～2020年での増加）
により、出生率は「0.097」上がった。

深井太洋・鳥谷部貴大、2025、「家族と仕事の両立：日本の公的保育所整備が出生率に与える影響」
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/25e033.html

④ 市区町村データを分析した論文をもとに（柴田が）試算すると、
今後1～2歳保育定員を仮に（定員率が人口比100％になるように）

「約40万人」増やすと、出生率は「約0.1」上がると見込まれる。
Fukai, Taiyo, 2017, “Childcare availability and fertility: Evidence from municipalities in Japan,” Journal of the Japanese and 

International Economies 43. https://www.sciencedirect.com/science/article/abs/pii/S0889158316300375
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https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23j030.html
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/25e033.html
https://www.sciencedirect.com/science/article/abs/pii/S0889158316300375


保育： 0-2歳保育はまだ普及途上
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0-2歳での保育・幼児教育は、
「生涯発達」への早期支援の代表例

（OECD 2018）
（長時間の公的支援なので特に不利な子どもに効果大）

日本でもまだ普及途上：
もっと普及させるべきか？
→ 日本での質は十分か？
→ 日本での効果は？

日本での唯一の効果研究：
2歳半時に保育所に通うと、
3歳半までに、
・母親の学歴にかかわらず、

子：言語発達↑
・母親が高卒未満の場合に、

親：育児ストレス↓
育児知識↑・幸福感↑
不適切養育行動（虐待など）↓

子：攻撃性↓・多動性↓
（Yamaguchi et al. 2018）

↑「成人後」への長期効果は
まだ分かっていない！

0-2歳対象（日本）：
保育所・認定こども園

3-5歳対象（日本）：
保育所・認定こども園・幼稚園

保育・幼児教育の利用率（OECD加盟諸国）



日本での唯一の「0-2歳保育の効果研究」：東大・山口慎太郎教授らの研究（2018年）

母親の学歴と育児の質

データと分析方法：厚労省「21世紀出生児縦断調査」。2001年と2010年に生まれた67,913人の親（9割は母親）が回答。「しつけの
質」は3件法データの多重対応分析、他の指標は該当項目数の標準化により、得点化した。3つの指標はすべて3歳半時の回答に
よる。

画像出典（一部改変）：山口慎太郎「保育園通いで、子どもだけでなく『母親も育つ』のは科学的理由がある」『現代ビジネス』2017年
（http://gendai.ismedia.jp/articles/-/53720, 2018.3.1）。

典拠論文：Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai and Ryo Kambayashi (2018) “How Does Early Childcare Enrollment Affect Children, 
Parents, and Their Interactions?” Labour Economics 55: 56-71.

・いけない理由を言葉で説明する
・理由を説明せずに「だめ」「いけない」としかる、とい

うことはない
・しつけでおしりを叩いたりしない
・悪いことに気づかせるために子どもを無視する、という

ことはしない
・外に出したり押し入れなどに閉じ込めたりしない

「子育てによる身体の疲れが大きい」「自
分の自由な時間が持てない」など18項目

「家族の結びつきが深まった」「子どもとのふれあい
が楽しい」「子育てを通して自分の視野が広がった」
など8項目
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データと分析方法：厚労省「21世紀出生児縦断調査」。2001年と2010年に生まれた67,913人の親が回答。それぞれの指標は、該当項目
数の標準化により得点化した。言語発達の指標は2歳半時、他の2つの指標は3歳半時の回答による。

画像出典（一部改変） ：山口慎太郎「保育園が子どもの『攻撃性』を減少させるという驚きの研究結果」『現代ビジネス』2017年
（http://gendai.ismedia.jp/articles/-/53718, 2018.3.1）。

典拠論文： Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai and Ryo Kambayashi (2018) “How Does Early Childcare Enrollment Affect 
Children, Parents, and Their Interactions?” Labour Economics 55: 56-71.

・「ママ」「ブーブー」など意味のある言葉を言う
・2語文（「ワンワン キタ」など）を言う
・自分の名前が言える

・落ち着きがない
・飽きっぽい
・人の話を最後まで聞かない
・公共の場で騒ぐことがある
・遊具で遊ぶときに順番を守れない

・おもちゃや絵本を壊すことがある
・人に乱暴することがある
・気が短い

日本での唯一の「0-2歳保育の効果研究」：東大・山口慎太郎教授らの研究（2018年）

母親の学歴と子どもの発達
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データと分析方法：厚労省「21世紀出生児縦断調査」。2001年と2010年に生まれた67,913人の親（9割は母親）が回答。差の差法と操
作変数法による因果推論（矢印は5％水準で有意）。「しつけの質」は3件法データの多重対応分析、他の指標は該当項目数の標
準化により、得点化した。3つの指標はすべて3歳半時の回答による。

画像出典（一部改変）：山口慎太郎「保育園通いで、子どもだけでなく『母親も育つ』のは科学的理由がある」『現代ビジネス』2017年
（http://gendai.ismedia.jp/articles/-/53720, 2018.3.1）。

典拠論文： Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai and Ryo Kambayashi (2018) “How Does Early Childcare Enrollment Affect 
Children, Parents, and Their Interactions?” Labour Economics 55: 56-71.

「家族の結びつきが深まった」「子どもとのふれあいが楽し
い」「子育てを通して自分の視野が広がった」など8項目

日本での唯一の「0-2歳保育の効果研究」：東大・山口慎太郎教授らの研究（2018年）

2歳半での保育通園の効果（親）
・いけない理由を言葉で説明する
・理由を説明せずに「だめ」「いけない」としかる、と

いうことはない
・しつけでおしりを叩いたりしない
・悪いことに気づかせるために子どもを無視する、とい

うことはしない
・外に出したり押し入れなどに閉じ込めたりしない

「子育てによる身体の疲れが大きい」「自分の自由な
時間が持てない」など18項目
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データと分析方法：厚労省「21世紀出生児縦断調査」。2001年と2010年に生まれた67,913人の親が回答。差の差法と操作変数法による
因果推論（矢印は5％水準で有意）。それぞれの指標は、該当項目数の標準化により得点化した。言語発達の指標は2歳半時、他
の2つの指標は3歳半時の回答による。

画像出典（一部改変） ：山口慎太郎「保育園が子どもの『攻撃性』を減少させるという驚きの研究結果」『現代ビジネス』2017年
（http://gendai.ismedia.jp/articles/-/53718, 2018.3.1）。

典拠論文： Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai and Ryo Kambayashi (2018) “How Does Early Childcare Enrollment Affect 
Children, Parents, and Their Interactions?” Labour Economics 55: 56-71.

・「ママ」「ブーブー」など意味のある言葉を言う
・2語文（「ワンワン キタ」など）を言う
・自分の名前が言える

・落ち着きがない
・飽きっぽい
・人の話を最後まで聞かない
・公共の場で騒ぐことがある
・遊具で遊ぶときに順番を守れない

・おもちゃや絵本を壊すことがある
・人に乱暴することがある
・気が短い

日本での唯一の「0-2歳保育の効果研究」：東大・山口慎太郎教授らの研究（2018年）

2歳半での保育通園の効果（子ども）
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データと分析方法： 縦軸は、2005～2017年に欧米で行われた30件の研究で得られた250個の推定値（普遍的な幼児教育・保育の各条件が短期～長期の認知能力・非認知能力・学歴・就業などに

与える因果効果を、自然実験データによる操作変数法・差の差法・回帰不連続デザインによって推定したもの）の有意性を得点化したもの（1＝有意に正、0＝非有意、－1＝有意に負）の研究別
平均値。横軸は、幼児教育・保育の質（職員児童比率と職員学歴条件による0～4点）。右肩上がりの正比例関係は、順序プロビットモデルで背景諸要因を統制しても1％有意で見られ
る。日本語の部分は柴田による補足。日本については、0-2歳は国の基準により柴田が点数化し、3歳以降の現状はOECD Family Database 2018のPF4.2によりスペインと同等の
職員児童比率と判断して柴田が点数化した。

出典： Huizen, Thomas van and Janneke Plantenga, 2018, “Do children benefit from universal early childhood education and care? A meta-analysis of evidence from 
natural experiments,” Economics of Education Review 66: 206-222.

保育の「質」も重要：オランダ・ユトレヒト大学・ハイゼン助教らの研究（2018年）

保育・幼児教育の発達促進効果（メタ分析）

カナダ（ケベック州、0歳～）

ドイツ（3歳～）

フランス（3歳～）

オーストラリア（3歳～）

ドイツ（0-2歳）

米国（オクラホマ州以外、4歳～）

イギリス（3歳～）

スペイン（0歳～）

米国（オクラホマ州、4歳～）

ノルウェー（約1歳～）

日本（0-2歳）

日本（3-5歳）
日本で
配置基準ギリギリ
にまで入園させて
しまうと…

幼児教育・保育の質

発
達
を
促
進

発
達
を
阻
害

（
と
く
に
非
認
知
能
力
は
促
進
さ
れ
に
く
い
）

保育の質 職員児童比率（職員/児童） 職員学歴要件

0（低）
より低い要件、または、

大幅なばらつき
より低い要件、または、

大幅なばらつき

1（中）
3歳以上：1/15～1/11

【日本は今後1/15～25】
3歳未満：1/10～1/9

少なくとも幼児教育の職業教育
を受けている、または、

学士号取得教員によるプログラ
ムがかなりの割合を占めている

2（高）
3歳以上：1/10～

3歳未満：1/8～【1/3～5】
学士号が必要

72



30年後
30代での

生活状況・人間関係1～2歳での保育通園

情緒的孤立
（過去1年に悩み相談できず）

孤立リスク2割減

通園なし

通園あり

低  ← 出身階層  → 高

過去1年の自殺念慮通園なし

通園あり

自殺念慮リスク3割減

低  ← 出身階層  → 高

1～2歳保育は重要
である可能性

柴田のメイン研究（査読前 Shibata 2022）【概要】
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柴田のメイン研究（査読前 Shibata 2022）【詳細】

✓ 日本で初の「1～2歳保育の長期効果」の調査研究：
1～2歳の時期に保育に通うことが、子どもの将来にどのような影響
を与えるのかを分析

※ 0～2歳保育（全国規模）の成人後までの効果検証の先行研究は、「フランスでの教育達成への
効果の検証」（未査読）しかない

① 1～2歳の時期に保育に通うと、将来の「30代」において、「悩み
を誰にも相談できない」という孤立の確率や、「自殺したいと思っ
たことがある」という自殺念慮の確率が、2～3割減少（前ページ）

② 社会経済的に不利な家庭に生まれた人の場合：
1～2歳の時期に保育に通うと、将来の学歴・雇用・収入（男性）や
人間関係（女性）における不利が減少。つまり、成育環境に起因す
る「人生機会の格差」が、1～2歳保育によって軽減

※ ただし、以上の分析結果は、「未査読」である上に、不確定な部分
もあるので、今後より詳しい検証を進めていく予定

Shibata, Haruka (2022) "How does participation in nationwide standardized and subsidized early childhood education and care at age 0-2 years affect 
the social life in the adulthood?" Available at SSRN: https://ssrn.com/abstract=4217245.

https://ssrn.com/abstract=4217245


従属変数：主観的幸福感（1～10点） 女性 男性

処置変数
平均

介入効果
（ATE）

介入群への
介入効果
（ATT）

対照群への
介入効果

（ATUT）

平均
介入効果
（ATE）

介入群への
介入効果
（ATT）

対照群への
介入効果

（ATUT）

0歳通園（対照群：0歳非通園） n.s.
+5***

(N=1,066)
n.s. n.s. n.s. n.s.

1歳通園（対照群：1歳非通園） n.s.
+3*

(N=1,066)
n.s. n.s.

+3*
(N=830)

n.s.

2歳通園（対照群：2歳非通園） n.s.
+4**

(N=1,143)
n.s. n.s. n.s. n.s.

0～2歳通園
（対照群：0～2歳完全非通園）

n.s.
+5**

(N=958)
n.s. n.s. n.s. n.s.

1～2歳のみ通園
（対照群：0～2歳完全非通園）

[+23*]
(N=868)

n.s.
[+24*]
(N=868)

n.s.
[+4*]

(N=585)
n.s.

2歳のみ通園
（対照群：0～2歳完全非通園）

n.s. n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.

現在分析中：よりバランス良い郵送調査データを使用した暫定的結果
✓ 郵送調査を2023年1月に実施（全国20～79歳男女14,792名回収、加重平均回収率50.7％）
✓ 都道府県レベル変数が揃っている30～42歳サンプル（女性1,309名、男性1,095名）を使用 → [ ]は欠損が3割以上ゆえ
✓ 傾向スコア逆確率重みづけ法（IPW）：欠損値が多く、サンプルサイズが小さいため、共変量のバランスが悪い

（→バランスの改善が今のところ困難…）。ひとまず断念。
✓ 操作変数法（2SLS）：操作変数＝「各年齢時の出身都道府県の当該年齢の保育定員率」「出身都道府県ダミー」「出生年

ダミー」による（保育通園の）予測値、および、「その予測値と出身家庭・地域状況による（保育通園の）予測値」

* p<0.10, ** p<0.05 , ** p<0.01
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Yamaguchi et al. (2018) →

2歳半通園の2歳半言語能力への効果
   （主に不利家庭・男児で）

← Kawarazaki (2022)
 4歳「幼保」通園の将来年収（via大卒）への効果（主に不利家庭・女児・幼稚園通園で）

主
観
的
幸
福
感
へ
の
効
果

主
観
的
幸
福
感
へ
の
効
果

女性：0歳通園

高 ←(母)親の就業意欲・能力→ 低

保育が使えないなら祖父母等に預けるので、
(母)親の所得増加効果ではないが、祖父母同居
等の制約なしに就業できるメンタル改善効果？

（有配偶を経由）

男性：1歳通園

高 ←(母)親の就業意欲・能力→ 低

保育が使えないなら祖父母等に預けるので、
(母)親の所得増加効果ではないが、祖父母同居
等の制約なしに就業できるメンタル改善効果？

（本人所得を経由）

補足：
「(母)親メンタル改善効果」に加えて、 
「(母)親の就業意欲・能力」とは無関
係な「集団生活による社会情緒能力

向上効果」もありうる。



参考：保育利用が母親の就業や年収に与える効果
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各グラフの「左端」の層（母親就業意欲：高）では、
保育が使えないなら祖父母等に預けるので、

0～2歳保育の将来幸福感向上効果は、
母親（よって世帯）の所得増加効果ではない

出典：Yamaguchi, Shintaro, Yukiko Asai, and Ryo Kambayashi, 2018, “Effects of subsidized childcare on mothers’ labor supply under a rationing mechanism,” Labour Economics 55: 1-17. 
(https://doi.org/10.1016/j.labeco.2018.09.002)

・データ：「21世紀出生児縦断調査」（2001年の1月10日～17日と7月10日～17日、2010年の5月10日～24日に生まれた子どもの悉皆追跡調査）
・最初の調査は子どもが生後6ヶ月のときに行われた。その後のアンケートは、誕生日から約6ヶ月後に毎年行われた。
・回答率は高く、2001年生まれのコホートと2010年生まれのコホートでは、最初の調査年でそれぞれ93.5％と88.1％だった。初回調査の回答者の約83％が、3年後の3.5歳時点の

調査に参加している。

https://doi.org/10.1016/j.labeco.2018.09.002
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時代変化についての補足：「保育のポジティブな長期効果」がより一般化する可能性
・未婚女性の「就業意欲」の上昇（下図の左端）

→「保育のポジティブな長期効果」を享受する「就業意欲の高い母親」の割合が増えていくと見込まれる

出典：国立社会保障・人口問題研究所「第16回
出生動向基本調査」（2021年）

注：対象は18～34歳の未婚者。
「その他」「不詳」の割合は省略。
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財源案：「資産課税（国税なら相続税）を中心に」

① 財政学の専門家による議論がもっと必要。「主流派経済学」や「現代
貨幣理論（MMT）」など、さまざまな立場がある。

② 「歳出削減」「社会保険料（支援金）」「多様な税」「つなぎ国債」
といった多様な選択肢について、議論すべき。

③ 財政学での、「多様な税」を視野に入れた近年の研究レビュー（Sen 
2022※）によれば、「社会保険料」と「多様な税」の経済効果を比較
した研究論文が、これまで少なくとも7本ある。

④ それら7本の論文すべてに共通する結論は、「経済成長を最も阻害し
ない税は、資産課税（相続税・固定資産税）である」ということ。

⑤ 経済成長を最も阻害するのは、法人税・個人所得税。消費税と社会保
険料はややベター。ベストなのは資産課税（相続税・固定資産税）。

⑥ このような財政学でのエビデンスも参考にしつつ、財政学の専門家が
もっと議論すべき。

※ Şen, Hüseyin and Ayşe Kaya, 2022, “A new look at the nonlinear dynamics of taxation-growth nexus.” <hal-03569256> 
 (https://www.researchgate.net/publication/355257513_A_new_look_at_the_nonlinear_dynamics_of_taxation-growth_nexus)

https://www.researchgate.net/publication/355257513_A_new_look_at_the_nonlinear_dynamics_of_taxation-growth_nexus
https://www.researchgate.net/publication/355257513_A_new_look_at_the_nonlinear_dynamics_of_taxation-growth_nexus
https://www.researchgate.net/publication/355257513_A_new_look_at_the_nonlinear_dynamics_of_taxation-growth_nexus
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